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要約

イタリアの都市計画は歴史的に、土地利用によって決定されてきた。制度的に見ても、

都市計画法の変選が、土地利用計画を規定する諸制度に影響されてきたことは明らかであ

る。この土地利用計画はまた、住宅政策のための重要な手段として、都市計画において常

に問題となってきた。これは、歴史的な旧市街地を持ち、その保護・保全に強く制約され

るイタリアの都市と都市計画において、都市化に伴う住宅需要に対応するためには、都市

計画の枠組みの中で、住宅を建設する用地をいかにして確保するかが重要な問題となり、

またそれを土地利用計画の中で確立することが要請されたためであった。

本稿は、イタリアの都市計画を概観し、求められる価値を明らかにする。また、都市計

画の現況から、先進的な試みや構造的な課題を指摘する。都市政策が政治的な状況に影響

されていることは、きわめてイタリア的な特徴であるといえる。住宅政策との関係から土

地利用が定められ、都市計画が実施されていることも認められる。一方、ヨーロッパの統

合という事実に伴う関係から発生すると思われる政策も実施されており、都市計画が、基

礎自治体を単位としつつも、グローパルな視点を無視し得ない状態にあることがわかる。

ネットワーク型、プロセス中心の計画の台頭である。歴史的には、その都市計画法制史を

たどれば明らかであるが、住宅政策の必要が土地利用計画の制定を喚起し、これが都市計

画を規定するという形式において都市計画法が実施されてきた。最近、プロジェクトとし

て認められるネットワークの発想は、プランのモデルにも反映されされつつある。

今後、先進諸国において、既存の都市と新しい開発との調和を実現しつつ、都市の成長

管理を考慮した都市計画を進めていくことが潮流となることが予想される中で、イタリア

の都市計画の経験が示唆するものは少なくないであろうと，思われる。

イタリアの都市計画と土地利用に関しては、紹

介される機会がきわめて限られている。したがっ
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て本稿は、基本的、基礎的な事項からのパノラマ

を試みる。その上で、イタリアにおいて都市計画
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がいかに土地利用計画に規定されているか、さら

に、土地利用の決定がいかに住宅供給のための住

宅建設地の確保、つまり住宅政策に影響されてき

たのか、を明らかにする。

o.都市計画・都市政策・土地利用政策

都市計画、都市政策などの概念はイタリアにお

いてどのように捉えられているか。都市計画は一

般にurbanisticaと呼ばれるが、伝統的な社会学

的、都市・建築史学的なタームである。これに対

して最近、アメリカ的な概念であるscienzedel 

teηitorio C地域科学， regional science)が使わ

れることも多い。実際、従来の建築・ハードを中

心とするurbanisticaから現在、より科学的に都

市・ソフトを扱う政策科学をめざす、 scienzedel 

te.ηitorioに移行しつつある1)。

都市政策は、 politicaurbana C urban policy) 

と呼ばれる。 politicaは政治であり、最近、都市

計画においてこの視点が非常に強調されている。

意思決定、インプレメンテーション・プロセスな

どが対象となる。研究領域・分野としても、建築

のみならず、公共政策、経済学、財政学、地域経

済学などのアプローチが加わるの。

1.イタリアの都市計画の現状とその課題

最近の大規模プロジェクトから、興味深い事例

を幾っか取り上げる。イタリアの場合、都市計画

において最も問題となるのは、いわゆる旧市街地

Ccentro storico、歴史的中心街)である。厳し

く保護されており、開発行為は大きく制約され、

限定的な都市計画しかで、きない。その中で、いか

にして現代のニーズと、保護や保全の要請との折

り合いをつけていくかが課題となる。最近のプロ

ジェクトの事例はまた、政治との深い相関関係を

示しており、イタリア的特徴といえよう。

1. 1 都市プロジェクトの傾向

ミラノ市では最近、これまで計画そのものはあっ

たにもかかわらず実施されることがなかった、着

工されたにもかかわらず途中で頓挫したままになっ

ていた、などという状況に終止符が打たれつつあ

る。これは明らかに、政治的な理由による。ミラ

ノ市では、長く政治の中枢を独占してきた社会党

が業界と癒着し、これまで金権政治が繰り広げら

れてきたが、 1992年にミラノ地検を主な舞台とし

て始まった政治汚職の捜査と追及、その司法的な

解決への試みを契機として、社会党 CpsOは凋
落、ほぼ実質的に消滅し、 93年3月に首長公選を

含む新しい地方選挙法が成立してからはじめての

地方選挙(周年6月)において北部同盟(Lega

Nord)が第一党に躍り出た3)。いくつかの都市に

おいて北部同盟がイデオロギー的に急進化してい

たのに対してミラノで、は、ヨーロッパ官僚出身の

市長のもと、事務処理能力の向上を追求する市政

が実施され、 2昨来ストップしていた主要プロジェ

クトが再開されている。

市内の交通計画が特に注目に値する。市街地に

は厳しい規制がかかっているため、中心街から車

を締め出すのがイタリアの傾向であるが、単に締

め出すのみではなく、いかに地下駐車場をつくる

かが大きな課題である。地下埋蔵文化財などの問

題を含め、技術的な課題もかなりあるが、規制も

多く、従来の考え方ではなかなか地下駐車場はで

きなかった。それが現在は急速に進んでいる。同

時に、中心街の交通網の構築という意味での交通

計画が重要になっている4)。

ローマも同様に問題の中心は交通計画である。

ローマの市街地は、ミラノに比べて旧市街地の範

囲が非常に広いため、計画がかなり複雑になる。

さらに緑の党 CVerde)の市長に率いられた環境

意識の高い都市であり、例えば環境保護のために

電動パスを導入したが、これは採算性の問題から

計画を大幅に変更しなければならなくなった。し

かし、先進的な試みとして評価されている。

また、交通計画に次ぐ最大の課題は住宅政策で

ある。イタリアの場合、戦後の主な都市計画関連

法の系譜をたどれば明らかで、あるが、都市計画を

決める一つの大きな要素は住宅計画である。規制

によって|日市街地内に新たな住宅を建設すること

が非常に難しかったため、大都市に多くの住民が
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急速に流れ込んだ時期などには、都市の周辺部に

住宅を設けたりしてきたが、その配置や展開が結

果的に都市計画を規定してきた。これらの郊外住

宅の多くはいわゆるソーシャル・ハウジングであ

り、低所得層を対象とした公共住宅である5)。

さらに、建築基準を無視した住宅はむろん、都

市計画的に明らかに住宅地ではない地域に建設さ

れる不法建築がきわめて多く、総合的な都市計画

の遂行を妨げている。現在ローマはこの解決に悩

まされている。不法占拠には課税もできない。こ

のため、 94年、奇妙な条例が施行された。所定の

期間内にこれらの不法建築の申請をすると税が軽

減されることが定められた。減税のインセンティ

ヴによって不法建築をも登録させ、課税対象とし

ようとする苦肉の策である。矛盾は明らかで、結

果的に不法建築を認めることになっている。申請

がない場合、立ち退き、もしくは取り壊しが強制

執行される。ある時点までに申請をすると、既存

の事実として不法建築が認められるが、もちろん

課税義務は生じる。しかし、減税措置がある。多

くの批判を浴びたアイディアだが、全く課税でき

なかったこれまでの状態よりはょいと考えられて

いる。また、このような規制が始まった理由は、

93年以降、左派の支援を受けた緑の党が実権を握っ

たことにあると言われる。

ナポリ、ヴェネツィア、ジェノパにおいてもほ

ぼ同様の状況が見られる。 93年の地方選挙によっ

てこれらの都市に左派政権が誕生、急速に都市整

備が進んだ。イタリアで、は、政治的に赤か白かと

いう言い方がされ、自は自治体政府の支配政党が

キリスト教民主党(DC)系の場合を、赤は旧共産

党(PCI、現PDS)系の左派の場合を示すが、現在、

赤となると都市計画が進展するというパターンが

定着しつつある。例えばナポリは、 1994年に開催

されたサミットを契機とし、これまでなかなか進

展しなかった歴史的遺産の保全、修復のみならず、

環境計画の整備も促進された。ヴェネツィアにお

いても、長年の課題であった環境計画が具体化し

つつある。ジェノパは、 92年に開催されたコロン

プスのアメリカ大陸発見50昨祭を機にウォーター・

フロント開発が進められた。現在，その跡地利用

と住宅対策を軸とする先進的な計画が作成されて

いる。

以上は、個々の自治体における都市計画上の課

題であり、両者聞に相関関係があるケースだが、

この他、ネットワーク型の課題がある。

北イタリアには、ヨーロッパ全域をカバーする

高速鉄道網の一環として、南ヨーロッパ高速鉄道

網を整備する計画がある。パリからミラノを経由

し、ローマまでが接続される。しかし、各地で住

民の皮対運動などのために用地買収が暗礁に乗り

上げており、一部区間は実現したものの、イタリ

ア圏内の鉄道網敷設は困難な状況である。高速鉄

道網によってメリットが予測される主要自治体は

賛成しているが、騒音公害など環境の悪化、デメ

リットのほうが危倶される沿線の小自治体はほと

んど交渉に応じていない。後述する90年 142号法

は、このようなデッドロックの場合、一定数以上

の市町村が賛成を表明するならば、横断的な都市

計画が行われる可能性を担保する。実際にはしか

し、必要な賛成がなかなか得られず、このような

合意を見ることはきわめて困難である6)。

中部イタリアにおいては、主に物流機能の充実

をめざした道路のネットワーク化が進められてお

り、これと関連するプロジェクトとしてボローニャ

近郊のインターボルトCinter-porto)計画が興

味深い。ボルトは港を意味し、これは内陸の港、

つまり内陸に立地し、主としてトラック輸送の中

継基地として機能する拠点を示唆する。鉄道交通

網とも接続し、集積、保管、再配分などの物流セ

ンターとしての役割を期待される。ハードは既に

かなり整備されているが、州の反対などによって

完全には機能していない。イタリアの場合、計画

自体は優れているが、現実との聞に事離がある、

というケースが少なくない。この時、両者聞には

状況的な変化、政治的な要素、また圧力団体の存

在と活動などがある。インターボルトも計画自体

はきわめて先進的であるが、現在まだ稼働してい

ない。ヨーロッパにおいては今まで、鉄道輸送に

比べて道路輸送の器由が少なかったため、流動レー

トが制約を受けていた。ボローニャ・センターに

よって大きな変化が期待される7)。
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南部および島棋部は歴史的に、イタリアの近代

化の過程の中で、経済・社会政策、特に産業振興

政策、地域開発政策などにおいて常に重点的な開

発計画の対象となったへまた現在も南北r二つ
のイタリア (dueItalie)Jの格差を是正するため

のプロジェクトが多い。もっとも、計画のみの存

在、あるいはハードが半ば完成しつつもソフトが

機能していない、といったケースも多い。実際、

企業団地などの大型プロジェクトにおいて、イン

フラを整備、内外の企業を誘致してから実際の始

動までにはかなり時間がかかる。

1. 2 都市計画の課題

政治的な課題として、政党間の争いが自治体議

会の中に再生産され、プロジェクトの決定が困難

であるばかりでなく、いったん決定されても実施

段階で対立が顕在化するなど一筋縄ではいかない

こと、ともすると政治的な立場の衝突となって問

題解決に消極的であること、などがあげられる。

イタリアでは、 1992年前後からキリスト教民主党

(DC)をはじめ、従来の中道派が実質的に消滅し

たが、これまでは保守的な中道勢力と左派との対

立構造が決定的であった。主要な都市において利

害が複雑化するに従って、プロジェクトが停滞す

る可能性も強い。

経済的な課題は、政治的な問題とは逆であり、

大都市はともかく小都市における財政難は深刻で

ある。イタリアにおいて都市計画の単位はコムー

ネ (comune、市町村)であり、全国でほぼ8.000

を数える。これらコムーネの人口規模はきわめて

小さく、 3.000人以下が市総数の60%を占める。

人口的にはしかし、この60%において総人口の10

%ほどをカバーするにすぎない。そのように小さ

な市が独自に都市計画を行おうとしても、人数は

もちろん経済力も限られている。逆に100.000人

以上の人口を抱えるコムーネは全体の0.5%にす

ぎない9)。したがって、コムーネが実質的な権限

を持っているにもかかわらず、人口規模、経済、

また政治的に、きわめて制約された状態となって

いる。起債、中央政府からの補助金のシステムは

複雑であり、また都市計画のための資金の調達は

困難である。大企業の参加が見込まれる、 EUの
プロジェクトとして位置付けられる、などの条件

が整わない限り、都市計画の遂行は難しい。経済

的な課題は特に深刻である。

法制度上の問題もある。イタリアの法体系は、

都市計画・土地利用に関するもののみならず一般

に複雑だが、特に都市計画に関しては、国レベル

の関連法規が時系列的にも分野的にも重層的であ

ることに加え、州によって異なる独自の州法が実

際の過程に非常に強い影響力を持っている。さら

に県の条例、市の条例があり、法体系のヒエラル

キーだけでも四段階になる。それに加え、各省庁

による省令、特別立法などが関係する場合も少な

くなく、一つのプロジェクトを実施する際にも、

その根拠となる諸法規聞に翻酷が生じるといった

問題が出てくる。都市計画の経済・財政面をパッ

クアップする諸法規を含めるならば、相当に複雑

である。現行の都市計画法として、 1942年の都市

計画法や1939年の環境計画法が生きており 10)、絶

対的に古く現状に合わない、その後の諸法規との

整合性などの点で大きな問題となっている。

さらに行政システムの問題がある。イタリアの

地方自治制度は三層制をとり、 20の州 Cregione)、

表 1 市の人口規模の比較

市の人口(人〉 市の数(%) 人口比(%)

100.001 - 0.5 25.4 

10.001 - 100.000 11. 9 40. 7 

3.001 - 10.000 29.3 22.9 

3.000 58.2 11. 0 
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およそ100の県 (provincia)、およそ8.000の市町

村 (comune)がある。機能的には日本の県とイ

タリアの州がほぼ同等であり、イタリアの県は非

常に弱い単位にすぎない。行政権限がきわめて限

定的であるばかりでなく、経済的にも脆弱な基盤

しか持たない。政治的な単位としての重要性も低

い。具体的な機能としては自動車登録がその主要

なものに数えられ、県は自動車税を払う単位とし

て認識されてきた。しかし、それ以外には意味を

持った単位として意識されることはなかった。 19

90年 142号法(地方自治法)によって若干地位が

向上したが、実質的な権限は確立していない。歴

史的には廃止の試みが何度も行われたが、警察、

労働組合、政党など政治的に重要なアクターが県

を単位として組織されていたため、廃止に対して

強い圧力がかかり、実現することはなかった、と

いう経緯がある1l)。なお県の総数は、常に統廃合

が行われているため、 80から100の間を往復して

いるが、市の合併によって県が生まれる傾向にあ

り、現在は 100ほどである。

県の下にコムーネがある。都市計画の基礎であ

るPR G (piano regolatore generale、都市基本

計画)は、これを単位とする。コムーネは全国に

8.000、したがってその規模はかなり小さい。こ

れらの自治体がそれぞれ独自に都市計画を行うこ

とから、いかに困難かがうかがわれよう。

日本との相違点は、縦割り行政、セクショナリ

ズムが日本ほどは強くないことであろう。とはい

え、関連分野聞の調整は深刻な問題である。例え

ばミラノ市において都市計画を扱う部署は、都市

計画局をはじめ、環境局、運輸交通局などである

が、文化財や歴史的景観の保護との関係から文化

局も含まれる。文化局は、舞台芸術、映画、展覧

会、そして市民の余暇活動などを含め、いわゆる

芸術活動一般から文化財の保護までを扱うが、同

時にこれが、イタリアの都市計画においてきわめ

て強い制約となる建造物の保護、歴史的中心街・

旧市街地の保護という領域をも扱っている。都市

計画に関して少なくとも四局か五局が関連してい

ることになり、その調整は容易ではない 12)。

イタリアの自治体議会および政府に関し、日本

と制度的に決定的に異なる点は、行政各部局のトッ

プが政治的な任命ということである13)。自治体議

会の政党構成を反映させてポストが配分される。

政治家が諸分野閣の調整を行っているため、政治

色の強い調整行動によって行政効率が著しく疎外

されたり、政治的、党派的な問題が顕在化したり

することもある。

地域的な課題としては中央と地方の関係、特に

最も基礎となるコムーネ間での調整が不完全であ

ること、また南北格差がかなりあること、などが

あげられよう。北部と南部とでは地域的な特徴も

異なるが、経済力の差も大きい。

物理的な問題、ハードの問題としては、歴史的

建造物、歴史的景観、歴史的旧市街地の保護が、

諸計画の制約要素となっていることがあげられよ

う。旧市街地は基本的にまったく手をつけること

ができない。この領域においては、ほとんどいか

なる変化を生み出すこともできない、一次的に付

加価値を生み出せる状態でないのみならず、さら

に保全・保護のためのコスト、相当な額のコスト

が必要となってくる。

最後に業界の問題が指摘できる。これまでイタ

リアの建設業界はアンタッチャプルな領域だった

が、 1992年ころから業界内の癒着、談合などが次

第に明るみに出され、現在問題視されている。こ

れらの問題が都市計画においてとる表現はさまざ

まであるが、代表的なものは、プロジェクトを実

施する態勢や技術を伴わないにもかかわらず政治

的な配慮から公開入札に勝つ企業があらわれ、プ

ロジェクトが開始されてから実施能力がないこと

がわかり、結局プロジェクトそのものが頓挫する

ケースも報告されている。

2.イタリアの都市計画史

2. 1 戦後都市計画史

イタリアの戦後の都市計画史を概観する。

時期的には三期に分かれると言われる。第ーは

再建期。イタリアは第二次世界大戦時、特に北部

を中心に爆撃を受け、都市の破壊が著しかった。
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40年代後半から50年代の前半にかけての時期にこ

れが再建された。地域計画を主なツールとして、

主にそれまでの都市の骨格、都市のノード(結節

点)を復興しようとしたものである。

第二に、“citωdifusa"(r都市の広がり』、『広

がる都市』の意)というタームによって代表され

る時期がある。これには二つの意味があり、第一

に、南部から北部への大きな移住の流れをいう。

北部イタリアの三角形、つまりフィアットの企業

城下町トリノ市、商業・流通の中枢都市ミラノ市、

港湾都市ジェノパ市を結んでできる北の三角地帯

は、 50年代末から60年代を通じイタリア経済の急

速な発展を支えた地域であるが、ここに当時、主

にカラプリアやシチリアからの移民が集中し、住

宅が大量に必要となった。南部では、ローマ市を

中心とした地域に人が集まった。法律の制定状況

から明らかであるが、当時、公的な住宅を建設す

る用地を確保するための法律、経済的な社会住宅

の建設に関する法律、などが制定されている100

同時に社会基盤として鉄道網、道路網の整備も進

められた。しかし、あくまでも住宅政策を中心とし

て都市計画が進められた時代である。第二に、こ

れに続いて70年代の前半、それまで大都市内およ

びその近郊に集中していた住宅街がさらに外側に

広がり、大都市周辺地域に急速な都市化現象が引

き起こされた。いわゆる都市化の時期である。生

産拠点の多くが大都市から地方小都市へと移動、

南北『二つのイタリア』に加え、中部イタリアの小

都市群が成長、存在感を示すようになる15)。

そして第三に、 80年代から90年代の現在に至る

までが、移行期、過渡期である。『ストラテジッ

ク・プランニング』が今、注目されており 16)、

ヨーロッパ指向、ネットワークなどの概念を、コ

ムーネ単位で行われる都市計画にいかに反映させ

るか、細分化される傾向にある都市計画を、ネッ

トワークを通じてより大きな単位へと拡がる都市

計画にいかに連携させるか、などの問題が議論さ

れている。これらの具体的な成果はまだ明確なか

たちをとっていないが、例えば高速鉄道網に関し

ては、鉄道網自体としてはネットワークの問題、

個々の課題解決についてはそれぞれの都市計画に

関わる自治体の責任であるが、これらをいかにつ

なげていくのか、が新たな問題となる。

資源の再配分、具体的にはイタリアで常に問題

となる南北の格差、また大都市と小都市の格差を

いかに克服すればよいか、ということも都市計画

上の新たな問題となりつつあるが、これは都市の

国際化、ネットワーク化ということとパラレルな

関係にある。つまり、これまでは個々の都市にお

いて、例えば経済政策についても、一都市におけ

る活動を基礎に内部で完結したものとして計画が

作成されてきたが、現在、さらに他の都市との繋

がり、レヴェルの異なるユニットとの繋がりが考

えられるべきではないか、そのような計画を具体

的にはいかに作成すべきか、などが新たな課題と

なってきたのである。

2. 2 都市計画法および関連法規の体系

戦後の主要な都市計画法・土地計画の関連法案

を概観する。

1942年8月17日1150号法が都市計画法の基本で

ある17)0 1952年1902号法によって都市基本計画の

承認の遅滞に抗する手段が整う。建築規定、地域

交通システム、都市圏計画、歴史地区、地域地区

などが導入、整備された。地域調整計画(piani

territoriali di coordinamento)、コムーネを単位

として (pianiregolatori comunali)都市基本

計画 (pianiregolatori generali)および地区詳

細計画 (pianiparticolareggiati)が計画のフレー

ムとして定められた。

1962年4月18日167号法は経済的住宅の建設を

推進するために定められた。そのための用地の確

保を容易にし、実際、公的住宅の建設が促進され

た。同様に1964年の9月29日847号法も、先行す

る167号法について、その用地獲得の権限を確立

し、住宅建設を促進する。

また、 1963年3月58246号法によって、土地

増価税が定められた。

1967年8月6日765号法は、『橋わたし法(legge

ponte)Jと呼ばれる 18)0 1942年8月17日1150号

法を一部修正したものである。 42年法が60年代後

半の状況に合わせて改正されたが、主要な部分は
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そのまま引き継がれた。これは日本の都市計画法

の変遷とも時期的に重なっており、 68年の日本の

都市計画法と比較しやすい。 67年法はまた、その

施行までの猶予期間に既にさまざまの問題が誘発

されたが、 1968年11月19日1187号法『止血法

(legge tampone).11によって解決された19)。

1971年10月22日865号法も住宅に関わる。これ

は1942年1150号法、 1962年167号法、 1964年847号

法を融合して改正したもので、公的住宅の促進と

調整のための法律である。ここで¥イタリアの都

市計画が、住宅計画を中心として形成されるとい

うパターンが認められる。

1977年1月28日10号法(いわゆる『ブカロッシ

法.11)は、土地利用計画を都市計画の中に位置づ

ける、土地利用計画に関する法律である20)。

1978年の二法はいずれも住宅に関わるものであ

る。イタリアの都市計画が明らかに住宅計画を中

心として行われてきたことを示しているといえよ

う。 7月29日392号法はゾーニングが明確に示さ

れたという意味で重要な法律である。 8月5日

457号法は住宅建設の推進のためのものであった。

イタリアの場合、旧市街地で建設できない地域に

は新しい住宅は増やせない。このため、人口の動

態にあわせて住宅をどこに作るか、いかに配置す

るかということが問題となり、ゾーニングの基本

になる。まず住宅を配置し、残った地域に住宅以

外の土地利用を決定する、いわゆる穴埋め的な都

市計画になっている。

1982年3月25日94号法は、土地利用を定めるブ

カロッシ法をさらにプレイクダウンし、地区計画

を定めるものとなっている21)。

1985年8月8日431号法 crガラッソ法.11)は既
に日本にも紹介されている 22)。景観計画という

イメージが強いようだが、ここでいう『環境』と

は自然環境であって、これをいかに保護、保全す

るかに重点がある23)。これに対して同85年2月28

日47号法は、旧市街のコントロール、それに対す

る制裁、また、イタリアにきわめて多い不法建築、

不当建築に対する制裁措置などを定める。これは、

公的住宅の建設を進める法とセットになって住宅

計画を制限していると言える200

また、都市計画そのものを定めた法律ではない

が、 1990年6月8日 142号法はいわゆる地方自治

法であり、ここに、自治体の都市計画権限、どの

ような過程を経て都市計画関連条例を決定できる

のか、具体的に何が可能か、が定められた。画期

的な点は以下の二点である25)。第一は、大都市圏

(訂eametropolitana)の設定である。大都市圏

を定める権限が保障されて、イタリアで七大都市

圏が定められた。もっとも法の制定から6年を経

た現在、まだ 1つも具体化されていない。大都市

圏とは、大都市およびその周辺において、現行の

市域という行政境界を越えた計画の必要性が発生

した場合、周辺のコムーネをも取り込んだ大都市

圏を設定し、それが自治のユニットとして新たな

権限を獲得する、というものである。基礎自治体

に付与されるはずの都市計画権限をも得る。現在、

州都ボローニャを中心とする大都市圏の準備が進

められているエミリア・ロマーニャ州では、条例

案も準備されている26)。

第二に、今まで合意を見ることがきわめて難し

かった、多くのアクターが関係する都市計画の意

思決定プロセスにおいて、関連する数アクターが

ある程度の合意に達した場合、それを横断的な都

市計画案として暫定的に定めることができる可能

性を拡げている。従来の硬直した行政システムに

一石を投じるものといえる。

イタリアにおいて都市計画を規定する制度とし

ては、以上の国レヴェルの法律における都市計画

関連法規に加え、州法およびコムーネの条例が存

在する。 PRGを作成する段階で最も影響するの

は州法である。州法によって定められる諸基準、

細則、禁止条項などが実際の計画に強い影響力を

与える。コムーネの条例もこれに準ずる。

特別法、関係諸法としては、環境保全計画およ

び、文化財保護に関する法規が重要である。

文化財保護に関しては、旧市街地にある住宅に

関し、一戸一戸について建築年代、系譜が調査さ

れ、詳細な図面が作成される。年代により、どの

程度の規制がかけられるのか分類、決定される。

全く手を加えてはいけないもの、外観は変えては

ならないが内部の改修は許されるもの、内部の修
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復も認められないもの。修復についても、個人負

担が義務づけられもの、修復が奨励される程度の

もの、市から全面的、あるいは一部補助金が出さ

れるもの、あるいは市が直接修復を行うもの。個々

の建造物について、これらの事項がすべて決定さ

れる。あらゆる歴史的中心街のあらゆる建造物の

保護が、地域全体をどのようにするかというグラ

ンド・デザインに繋がる。もっとも、調整までに

莫大な時間がかかるという問題がある。

2. 3 行政システム・機関・プランナー

都市計画を支える行政システム、機関、人材に

ついては、これまであまり顧みられることがなかっ

た。行政、特に中央一地方関係を含めた地方行政

の構造、また都市計画との関わりにおいて問題と

なる諸システムについては既に言及したが、関係

する私的機関にはいかなるものがあるか、またそ

の機能と可能性について、まとめる。

イタリアの場合、その建築教育の伝統から、い

わゆる都市計画家、プロフェッショナルとしての

プランナーがこれまであまり育ってこなかった。

イタリア共和国の統一以後、都市計画の繁明期に

は公衆衛生が、それに続いて道路・橋梁・鉄道な

と、を中心とした土木建設、あるいは測量技術など

の諸分野が、都市計画の中心的な位置を占めてき

た27)。しかし現在、都市化が進行、都市内部のみ

ならず都市間のネットワークが展開したため、都

市計画はより総合的なものとなり、したがってプ

ランナーにはむしろ調整機能が求められるように

なった。プランナー像の変化が見られる。

戦後、歴史的には数人の計画家が名を残してい

るが、現在、一殻的な都時十画のほとんどはコムー

ネの都市計画局を中心として、大学やシンクタン

クの協力を得て実施されている。自治体の都市計

画局のレヴェルはきわめて高い。大手ゼネコン的

な組織がほとんど発達していないイタリアにおい

て、建築学部の都市計画学科を卒業した場合、専

門を活かす就職先はコムーネくらいしかない。い

や、コムーネが最高とされる。したがって、優秀

な卒業生がみな地方自治体に集中する。

ある大学の都市計画学科の同期卒業生の就職先

を見れば明らかだが、建設関係部門、特に建築設

計事務所、コムーネなどに集中しており、当該都

市においてプロジェクトが立ち上がって関係者が

集まったところ、全員が同級生、同窓生、などと

というケースがきわめて多い。これがさまざまな

癒着、汚職、腐敗の温床となっていることが指摘

されている。実際、 1992年から例年にかけて、ミ

ラノ市では贈収賄をめぐって多くの逮捕者が出、

業界の癒着体質が明らかにされた。しかし逆に、

このネットワークが今まで、イタリアの都市計画

を進めてきたという側面もある。

いわゆるプランナーが育たなかったということ

は、各々の都市の特定の課題を扱うローカルな専

門家は育てられたものの、そこで培われた個別の

知恵、経験が他の都市で活かされることはなかっ

た、ということを意味する。プロフェッショナル

としてのプランナーが、他の都市において自己の

経験を適用するということがほとんどなかったの

である。したがって、この弊害として、きわめて

特化した課題には長けていても、一般的な問題に

対して意外な盲点を持つ、といったことも見られ

た。プランナーという職業が三諒哉されるようになっ

たのは、 1980年代後半以降のことである。

プロフェッショナルとしてのプランナーは、現

在はじめて認識されている。この変化について、

その理由として、公的な機関のプランニング力が

落ちてきたため、とする論者も多いが、プランナー

自体の機能が変わってきたためではないか、とも

分析できょう。

建築、都市計画教育にも問題がある。イタリア

における建築、都市計画教育のカリキュラムを概

観するならば、これまできわめて建築的な内容に

偏向しており、ハード、形を中心とするものであっ

た。プランナーとして知られる個人としては、ミ

ラノの現代の都市計画家として名高いデ・カルロ

CGiancarlo De Carlo)、またヴェネツィア大学

で教鞭をも取るセッキ CBernaldoSecchi)らが

いるが、彼らも実際には建築教育を受けたプラン

ナーである。いわゆるプランナーは今まで育って

きていない。そもそもそのようなカリキュラムに

なっていないためである。現在、この大学教育シ
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ステムを変えていこうという動きがある28)。

プランナーの問題は、このような個人の問題で

あると同時にまた、行政機関のプランニング力が

きわめて強かったために、プランニングや関連の

コンサルタント業務を手掛ける私的な組織、機関

が育ってこなかった、ということにも起因する。

都市計画の意思決定はこれまで、行政機関がほぼ

完成したかたちのプランを提出し、それを議会が

そのまま承認し、執行される、というものであっ

た。その過程においては住民参加も保障されてい

たが、比較的弱いものであった。参加型のプラン

ニングは最近、進められるようになってきた。

イタリアにおいて住民参加型プロジェクトの先

鞭をつけたヴィチェンツァの計画では、プランニ

ングの過程の中で住民が行政と同じテーブルにつ

き、プランを選んだ。さまざまのプランを比較、

選択、さらに新たにプランを作成してゆく。この

ようなアクションを繰り返しながら最終的なプラ

ンをつくりあげた。ヴィチェンツァに限らず、あ

ちこちで類似のケースが見られるようになり、そ

こでプランナーとして働くプロフェッショナルの

機能自体が変わってきたのである。従来とは異な

るプランニング機能が求められる中で、これまで

行政機関が担ってきたプランニングを、いわゆる

プランナーが担当するようになってきたとも言え

よう。前述のケースでは、ミラノ工科大学地域学

科を中心とする大学関係者、およびミラノのシン

クタンクが参加し、プランナーとしての役割を果

たした。類似のケースとしてトリノ市近郊の小規

模な自治体の計画があるが、そこでは市民団体、

より正確には環境保護団体が一つのフ。ランニング・

ビューローとして機能した29)。

プランナーは現在、プランを提案するという機

能よりも、行政機関の原案と住民の利害との聞の

仲介者、媒体者としての機能を期待されている。

その意味でも、プロフェッショナルなプランニン

グ機関、行政から独立した第三機関というものが

求められる。これはまた、従来のプランニング・

プロセス、プランニングのスタイル自体に対する

疑問が投げかけられている、ということとも関係

があるのではないか。

3.イタリア都市計画の今後の課題

既にいくつかの間題点については指摘している

が、ここでは制度、システムに関する構造的な課

題についてまとめる。

3. 1 地方自治体のユニットをめぐって

第一に、地方自治および地方自治体をめぐる問

題がある。イタリアでは現在、急速に地方分権が

進展しており、実態のみならず法律的にも地方分

権が本格的に整備されつつある。

1990年に制定された地方自治法である142号は、

大都市圏という新しいコンセプトを導入、また複

数の自治体によるアドホックな協議連合の可能性

を定めた。このような緩やかな単位に対し、ある

程度の都市計画権限を付与するという発想はきわ

めて興味深い。日本においては例えば、現在整備

が進められている地方分権推進法案において中核

市、広域連合などが定められたが、イタリアでは、

142号法に先立つて、過去において既に類似の経

験がある。

1970年代に実験的に導入された広域行政区

(comprensorio)は、コムーネよりは大きく州よ

り小さい、自治体連合的な性格を持った行政区域

であった。主として都市計画、地域計画に関し、

複数の自治体がその行政区域を越え、恒常的に協

力して計画を行うことを認める。実際にこの広域

行政区が機能したケースは非常に少なかった。あ

る程度の経済力を伴う地域においては機能したが、

そうでないところではあまり機能しなかったので

ある。また一時的に盛り上がりを見せた、県を廃

止しようという動きを受けて、それをアドホック

なユニットで代替しようというきわめて戦術的な

意図もあったが、結局、失敗に終わる制。

これに対する新たな挑戦が、 1990年142号法に

おける大都市圏の創設および協議連合の可能性を

めぐる諸規定であった。 70年代の広域行政区は、

いったん成立すると簡単には改廃できないという

硬直的な性質のものであったが、 1990年142号法

においては、広域連合の発想をもっとアドホック
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なものとし、個々のプロジェクトについて改廃す

ることができる、と修正された。プロジェクトが

終われば解散する、いわばプロジェクトのための

連合が保障されたのである31)。この可能性は今後、

例えば、大都市圏においてPRGを作成するとい

うような場合、有効なのではないか。

3. 2 連邦制をめぐる仮説

第二に、地方分権の推進というベクトルからは

若干はずれるが、現在イタリアにおいて20を数え

る州を減らし、 8から12州程度に再編、ドイツ型

のより厳格な連邦制を導入したらどうかという議

論がある32)。行政単位としての州は、 70年代にイ

タリアが獲得した地方分権推進のための戦略的な

ユニットであり、その地方制度上、きわめて重要

な存在である。これを実効性あるアクターとして

活用することが要請されるのである。

実際、都市計画の基本的な単位はコムーネであ

るにもかかわらず、計画のインプレメンテーショ

ンには州法が強い影響力を示す。州はまた、財政

計画における重要な単位でもある。特定にプロジェ

クトに関するファイナンスについては、補助金を

含め、州という単位を活用することが適切である

場合が多い。ここから、連邦制を基盤とし、補助

金の分配を効率化しようという意識が生まれるこ

とになる。

連邦制の導入を主張する論者の多くは、補助金

から逆算、つまり、いかにすればイタリアがより

機能するかを試算し、これに基づいた境界線によ

る連邦制を主張している33)。この新たな境界の有

効性は都市計画に限定されないが、州、|の再編と連

邦制の導入によって、都市計画プロジェクトの効

率はかなり向上すると期待される。

3. 3 ヨーロッパというネットワーク社会

第三に、地方分権化とは逆のベクトル、という

意味では前項との共通性も若干ある現象として、

国家を越える問題意識が重要視されている。『ヨー

ロッパ』という視点が現在、不可避と考えられて

いる。前述のようにイタリアにおける都市計画は、

基本的にコムーネをその単位とし、個々が独立し

ている。と同時に、それらがネットワークで結ば

れている、と捉えられるのである。

都市は、ヨーロッパという一つのネットワーク

社会の中の一つの結節点(ノード)として捉えら

れている。都市が個々の結節点であって、それが

ネットワークを形成する。したがって、個々の都

市計画を論じる際、今までは一つ一つの都市が独

立した閉じた体系とされてきたのだが、もっと戦

略的には、ヨーロッパというネットワークにおい

て、つまりオープンなシステムにおいて、都市が

占める位置をいかに構築するか、ということが問

題となる。

具体的には、 60年代にかなり整備された道路計

画、交通計画などが現在、急速に見直されている

ことに表れる。実際、交通計画は現在、かなり重

要な課題と考えられている。特にヨーロッパにお

ける交通の要となる地域に関しては、その計画の

改編、策定が急がれている。この変選は、ストラ

テジック・プランニング、戦略的な都市計画の展

開ともパラレルであり、興味深い。結果よりも過

程をマネージメントするストラテジック・プラン

ニングが今後、中心的な課題となろう制。

都市が政策ネットワークの節目であるという発

想はしかし、それをいかに現実化するかという点

が問題となろう。コンセプトにすぎない現状をい

かに制度として保障するか。コンセプ卜がいかに

制度として確立され、リアリティを持ってくるか

というところが問題である。

3. 4 その他の課題

イタリアの場合、旧市街地はほとんどが遺跡、

文化財であり、個々の建物に規制がかかっている

ことが多い。また、郊外、農業地の土地利用は、

自然環境保全との関係でかなり規制される。住宅

供給に関しては、都市化、特に工業化、商業都市

化によって雇用が発生した際、中心街で住宅が供

給されないため、郊外、農業地における供給が要

請される。しかし、これらの土地利用が自然保護

との関係で制限されていることから、住宅政策の

確立、長期的な住宅計画の策定、住宅投資量など

は深刻な問題である。
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旧市街地における建造物の保護に関する諸規制

は文化財の保全に等しく、住宅の建設はきわめて

困難である。開発規制が多いため、イタリアの都

市計画は、住宅をどこに張りつけていくか、によっ

て行われることになる。したがって、住宅問題は

土地利用との関連において重要となる。低所得者

に限らず、雇用が起きる時、住宅供給の問題は土

地利用の問題として起きてくる。

これまで住宅供給は、人口が増えたから住宅を

つくる、という性格のものであった。恒常的な協

力体制はなく、広域連合、あるいは県が、コムー

ネ聞の調整に携わってきた。しかもこれらはあく

までもインフォーマルなものであり、またプロジェ

クト・ベースなものであったため、確立した制度

としては存在しないといえよう。

コムーネの数がきわめて多く、大都市であって

も、そのすぐ外側の地域に多くの異なるコムーネ

が存在することも、状況を複雑化している。住宅

立地については、一都市の中で決定されるのでな

く、周辺のコムーネを含めてはじめてその住宅需

要に応え得る、ということが多い。この場合、圏

域全体の土地利用などの決定は、大都市圏制度の

枠組みにおいて行われるべきであろう。

1990年 142号法に定められた大都市圏は、まだ

個別的に調整を行っている段階にある。同法にお

いて導入された大都市圏は、機関としてはまだ機

能していない。実際には、ケース・パイ・ケース

で計画調整が行われている。例えばミラノ市にお

いては、周辺のベッドタウン全体について、 10か

ら20を数えるコムーネが存在しており、これらが

特定にプロジェクトごとに協力体制をとっている。

ただし、この協力体制は、交通計画などに対して

は積極的に実施されているものの、住宅計画を作

成する場合には、中心となる都市と周辺のコムー

ネが共同事業を行うということは、実際にはほと

んど見られない。

この大都市圏の概念に関連して、いわゆるゴミ

問題、家庭廃棄物の問題がある。日本と同様、イ

タリアにおいても大都市の市民の多くは、日中は

都心部に出勤して夜間は地元に帰るというコミュー

ティング生活をしているため、ゴミ処理場をどこ

につくるか、大都市と周辺の市とで調整がつかな

いことが多い。

また、交通計画における深刻な問題は、都市間

交通網および高速道路などの整備、そして都市内

の駐車場の整備である。モータリゼーションはイ

タリアの都市計画において常に重要な課題であっ

た。地下駐車場をつくることは現在、イタリアの

多くの都市においてきわめて深刻な問題である。

地上に公共駐車場をつくることは、特に歴史的中

心街では景観保全のため、ほぼ不可能であり、地

下化する以外に方法がない。だが一方で、地下埋

蔵物も多く、これも容易ではない。実際には、新

築の場合などに付置義務を設け、駐車場を確保す

る努力が行われている。旧市街地域の場合、設置

場所に関する選択肢がきわめて限定されている。

ミラノ市においては例えば、道路の下を中心とし

て整備している制。

都市計画と土地利用計画をつなぐ手段として、

例えばドイツでは地区詳細計画CBebauungsplan、

いわゆるBプラン)がよく知られているが、イタ

リアではPRGがこれに当たる。一方、ドイツの

開発計画 CEntwicklungsplan)は、かなりの広域

をカバーしており、かっ他のプランと重層的に関

係しあうが、現在イタリアで注目されているスト

ラテジック・プランニング、あるいはネットワー

ク型のプランニングは、このドイツの開発計画を

モデルとしてめざすものである。

イタリアの場合、既存の計画としては州の策定

する経済計画、あるいは経済発展計画が、このド

イツの開発計画に匹敵すると考えられる。もっと

も、ドイツのプランが高い実効性を持つものであ

るのに対し、イタリアにおけるこれらの計画は、

政策として打ち上げられるものにすぎない。一方

で、日本において首都圏整備計画などの国土計画

が機能する最大の理由は、ヨーロッパと比べ、中

央集権が強いためである。ドイツの開発計画、あ

るいは土地利用計画令嗣側協側'Splan、いわゆ

るFプラン)に匹敵する段階では、明らかに日本

の計画の方が脆弱であるが、日本においては首都

圏整備計画などの段階において、はるかに実効性

を持っている。
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イタリアにおいても、住民参加のシステムはさ

まざまな手段をとって、設けられている。例えば

各コムーネは、『地区Jr地域』という単位を持つ。
ミラノ市の場合は20地区、フィレンツェ市におい

ても15余地区が存在する。ボローニャの地区住民

評議会は特に、歴史的、世界的にきわめて有名で

ある。 circoscrizione，quartiere， zonaなど、コ

ムーネによって名称は異なるが、それぞれが議会

を持ち、またそれらの政治的派閥構成は、田市街

地と新市街地とではかなり異なるお)。したがっ

て、すべての地区の住民の利害を調整することは

かなり困難である。もっとも、都市計画をはじめ、

さまざまな意d思決定過程において住民参加を担保

する手段として活用されている。

4.まとめにかえて

まとめにかえて、 PRGの構成を概観する。例

として1992年に策定されたフィレンツェの新たな

PRGを取り上げる。フィレンツェ市は1992年、

その都市計画局が作成した市の基本都市計画を発

表した。翌93年に公開され、市民に回覧すること

を主たる目的とした展覧会が開催された。

第1部はフィレンツェの現状分析である。この

分析事項に関しては、マニュアルがあり、すべて

のPRGはこれに基づいて作成される。 PRGは

基本的にA1大の図面という形式をとるが、図面

に至るまでの分析、その手法なども定められてい

る。人口、地形、植生、産業構造などが分析され

て、テクニカル・データ集を構成する。人口の歴

史的な変遷、現在の傾向分析、そして将来の予想

も行われる。産業構造、自然環境なと、についても

同様である。その特定地域について、あらゆる角

度からの分析が行われる。これを図面にしたもの

が、 PRGの基本図である37)。

まず、歴史的な経緯が説明される。自然地形か

ら建設状況の分析にまで至る。個々の建造物に対

する規制の確認は、歴史的中心街については特に

詳細に行われる。保全地域は、新たな建設が不可

能であることを意味し、土地利用の規定がそのま

ま都市計画を決定することになる。保全を定める

規制がないということは、住宅がつくられる可能

性があるということを意味する。

イタリアはまた、歴史的な都市環境の保護を手

厚く実施しているというイメージが強い国である

ようだが、農業国という側面もきわめて重要であ

り、実際、農業地帯には自然環境の保護に関する

厳しい規制がかかっている。フィレンツェは、い

わゆる盆地であるが、都市を取り囲む丘陵地帯の

開発規制はかなり強い。これには、自然景観保全

および歴史的景観保全という要素がある38)。

土地利用によって都市計画が規定される一方、

都市資源の配分もまた、都市計画の重要な要素で

ある。その中心は、サービス、特に行政的なサー

ビスの配分であるが、駅、公共交通機関、公園が

戦略的な資源とされる。フィレンツェにおいてエ

リアは大きく分けて3種類、中心街、郊外、そし

て生産地(商工業地)であり、その中心は生産緑

地、農業用地である。

都市基本計画PRGは、地域調整計画の枠組み

において、州による規定、計画を受けて決定され

る。場合によっては、コムーネ間を調整する計画

が定められることもある。 PRGはその具体化に

おいて、地区詳細計画を伴い、また建築計画や建

築規制を含むさまざま建築規定が適用される。歴

史的な景観の保全などに関わる諸規定も、ここで

有効性を発揮する。

イタリアの都市計画においては、住宅政策を、

土地利用計画、および歴史的市街地の保全との関

連によって確立することが重要である。これは、

さまざまな事例からも明らかであろう。確かに、

イタリアについては、土地に対する概念、歴史的

市街地における厳しい規制、など独自の要素も多

い。しかし今後、先進諸国において、既存の都市

と新しい開発との調和を実現しつつ、都市の成長

管理を考慮した都市計画を進めていくことが潮流

となることが予想される中で、イタリアの都市計

画の経験が示唆するものは少なくないであろう39)。
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Urban Planning and Land Use Planning in Italy: 

Urban Planning through Housing Policy 

Hiroko Kudo * 

キFacultyof Contemporary Social Science， Aichi Shukutoku University 

Comprehensiue Urbαn Studies， No. 62，1997， pp. 81-102 

Urban planning in Italy has been influenced by its land use policy throughout 

the history. It can be clearly seen in its legal system that the planning acts have 

been affected by legal framework for land use planning. Furthermore， these land 

use plans are considered to be important as instruments for implementing housing 

policy as a part of the urban planning. This is because Italy， having lots of historical 

remains and important buildings in inner cities and being forced to keep those 

values， has to establish housing policy in the framework of urban planning， struggling 

for the land to construct housing， in order to meet the demand of the people after 

the urbanization. 

This paper shows the overall figure of urban planning in ltaly and makes its 

value clear. Showing the the planning reality， it points out the challenging characters 

and structural problems of Italian planning. It is a very typical characteristic that 

the urban policy is strongly influenced by political situation of the country. It can 

be seen that the land use is decided in connection with the housing policy and then 

the urban planning is implemented. On the other hand， there are policies that are 
done in relation to the European integration and it becomes clear that now， urban 

planning is becoming to have a global value， althougt it is implemented by an unit 

of local government. There are network-oriented ideas or process oriented thinking. 

Historically， if one look at the legal framework for planning， the demand of housing 

provoked the tendency to establish housing policy in connection with land use 

policy， thus affecting urban planning itself. Now one can see the idea of network in 

projects and this is absorbed in the models of planning. 

There are lots of thing that the experience of planning in ltaly can te11 to many 

advanced countries， where it would become more and more important to conduct 

urban planning， considering to keep the new values of development and the old 

existing values in harmony， with respect to the idea of growth management. 
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国際シンポジウムの概要

1 主催 東京都立大学都市研究所

2 テーマ 都市における土地政策と土地利用:その枠組みと効果をめぐって

CUrban Land Policies and Land Use Systems: Frameworks and 

Effects) 

3 日時・会場 1996年9月13日(金) 午前10時~午後5時30分

於東京都立大学国際交流会館大会議室

4 趣旨

1980年代の後半に世界の大都市はバブル経済の時代を経験し、 90年代の今日その崩壊と再生の過程に

あるとみることができる。

とくに東京は、世界都市として、最も活動的で魅力的な大都市として発展する中で、不動産投資の拡

大と大規模な土地投機を誘発し、第二次大戦後最大といわれる異常な地価高騰と、その沈静化を併せて

経験した。そのため、土地基本法の制定をはじめ、地価抑制策や土地利用規制など、さまざまな新しい

土地政策が導入され、実施されてきている。

このような都市の開発・土地利用と環境との調和・共生は、世界の先進大都市にとっても共通の課題

であって、それぞれ独自の特色ある取組みがなされてきている。都市研究所では、 1994年以来、都市に

おける土地政策と土地利用制度に関する国際的な共同研究を組織して、東京の土地問題と土地利用政策

について内外の研究者の協力と参加のもとに研究を続けてきた。

そこで、この共同研究を総括する意味で、外国人研究者の参加をえて国際共同研究をシンポジウムの

形で開催し、土地政策や土地利用システムについて再検討するとともに、都市成長の管理方策を探ろう

というのがこのシンポジウムの趣旨である。

5 講演者

クリスティーヌ・ホワイトヘッド博士

ロンドン大学経済学部学部長

専門分野経済学、住宅経済学

ウィンフリード・フリュヒタ一博士

デユースプルグ大学東アジア研究センタ一所長

専門分野都市地理学

ナターシャ・アヴエリーヌ博士
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フランス国立科学研究センタ一、トゥルーズ大学都市研究センター専任研究員(助教授)

専門分野土地経済学

ディビッド・マメン

ニューヨーク行政研究所所長

専門分野都市計画学

福岡峻治

東京都立大学都市研究所専任研究員(教授}

専門分野都市行政学

6 コメンテーター・司会

・コメンテーター

池田恒男東京都立大学法学部教授

専門分野民法、法社会学

倉橋 透新潟大学法学部助教授

専門分野公共経済学

柴田徳衛元東京都立大学経済学部教授

専門分野経済学、都市財政学

-司会

高橋勇悦東京都立大学都市研究所長(教授・都市社会学)

7 分科会

105 

1996年9月14日(土)午前10時-12時に国際交流会館小会議室において分科会の形で小研究会を開

催し、研究討論を深める。

8 その他参加者

・本学都市研究所の専任・兼任研究員その他本学の都市研究者

.他大学の都市研究者

.東京都ほか関係行政機関の職員及び都市研究機関の都市研究者
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国際シンポジウム

都市における土地政策と土地利用:その枠組みと効果をめぐって

日時 1996年9月13日(金)午前10時~午後5時30分

会場 東京都立大学国際交流会館大会議室

八王子市南大沢1ー 1 Tel 0426-77-1111 (代表〉

シンポジウム次第

10:00 開会

10:15 --10:55 

10:55 --11:10 

11:10 --11:50 

11:50 --12:30 

あいさつ高橋勇悦都市研究所長

「イギリスの土地利用計画政策」

クリスティーヌ・ホワイトヘッド ロンドン大学経済学部教授

(休憩)

「ドイツの土地利用と地域計画システム」

ウィンフリード・フリュヒター デユースプルグ大学教授

「フランスの土地市場と土地政策」

ナターシャ・アヴエリーヌ トゥルーズ大学都市研究センター専任研究員

H:oo --M:OO (昼食)

14:00 --14:40 rアメリカの土地政策と土地利用システムJ
ディピッド・マメン ニューヨーク行政研究所所長

14:40 --15:20 r東京の「土地ノfプル」と土地政策」
福岡峻治 東京都立大学都市研究所専任研究員

15:20 --15:35 (休憩)

15:35 --17:20 コメントと討論

池田恒男

倉橋 透

東京都立大学法学部教授

新潟大学法学部助教授

柴田徳衛 元東京都立大学経済学部教授

17:20 --17:30 閉会

あいさつ高橋勇悦都市研究所長
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The Pr，ωpectus of International Sympωium on Urban Problems 

Urban Land Policies and Land Use Systems: 

Frameworks and Effects 

1. Purpose 

Major Cities around the world experienced periods of economic speculation of 

the late 1980s， followed by the collapse of these economic bubbles and subsequent 

regeneration. 

The process was particularly dramatic in Tokyo， which experienced the greatest 

rise in land pricies since the end of the war. To alleviate this problem the Basic 

Land Act was enacted and new land po1icies to control land price and land use were 
introduced. At the moment， the escalation of land prices in Tokyo has ceased and 

a period of calm continues. 

The coordination of urban development and land use in the urban environment 

is an issue common to all advanced metropolises. In 1994 the Tokyo Metropolitan 

University Center for Urban Studies organized a three-year research program enti 

tled “International Joint Research Project on Urban Land Policies and Land Use 

Systems". 

To conclude this program the Center for Urban Studies will invite experts from 

major countries to an international symposium to reexamine the issues of land price 

bubbles， land policies and land use systems and to discuss policies on urban growth 

management. 

2. Participants 

Panelists 

Prof. Christine M. E. Whitehead， Department of Economics， London School of 
Economics and Political Science 

Fields of Expertise Economics of Land and Housing 

Report Title : Aspects of the Land Use Planning System in the U.K. : With Special 

Reference to Housing 

Prof. Winfried Fluchter， Director of the Center for East Asian Studies， Gerhard 

Mercataor University Duisburg 

Fields of Expertise : Urban Geography 

Report Title Urban and Regional Development and Planning in Germany: The 
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Emscher Park International Building Exhibition as an Innovative Approach 

Dr. Natacha Aveline， Researcher in Economics of CNRS， Toulouse Le Mirail University 

Fields of Expertise Land Economics 

Report Title : Urban Land Market and Land Policy in France 

Mr. David Mammen， President， Institute of Public Administration， New Y ork 

Fields of Expertise Urban Planning 

Report Title Providing Land for Urban Development: Issues， Policies and 

Strategies for Improving Access， Tenure and Regulation of Land Development and 

Use 

Prof. Shunji Fukuoka， Tokyo Metropolitan University， Center for Urban Studies 

Fields of Expertise Urban Administration 

Report Title The Structure of Urban Land Administration during the Bubble 

Economy: Control Systems and Their Operations 

Commentators 

Prof. Tsuneo Ikeda， Faculty of Law， Tokyo Metropolitan University 

Fields of Expertise Civil Law， Legal Sociology 

Assoc. Prof. Tooru Kurahashi， Faculty of Law， Nugata University 

Fields of Expertise Public Economics 

Dr. Tokue Shibata， Former professor， Tokyo Metropolitan University 

Fields of Expertise Urban Finance 

Chairperson 

Prof. Yuetsu Takahashi， Director of the Center for Urban Studies， Tokyo 
Metropolitan University 

3. Schedule 

Date: September 13th(Fri.)， 1996 10: 00 a.m.-5: 30 p.m. 

Venue : International House， Tokyo Metropolitan University 

1-1 Minami-Ohsawa， Hachioji-shi， Tokyo， 192-03 Japan 

Tel: 0426-77-2351 

Fax: 0426-77-2352 

Languages English and Japanese <consecutive interpretation> 
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Programme 

Sept.13 (Fri.) 

9 : 30""""10 : 00 Registration 

10 : 00""""10 : 15 Opening Ceremony 

Welcome Address 

109 

by Prof. Y. Takahashi/Director of the Center for Urban Studies 
Symposium 

Chairperson : Prof. Y. Takahashi/Director of the Center for Urban 

Studies 

10 : 15""""10 : 55 “Aspects of the Land Use Planning System in the U.K." 

by Prof. Christine Whitehead 

10 : 55""""11 : 10 Coffee Break 

11 : 10""""11 : 50 “Urban and Regional Development and Planning in Germany" 

by Prof. Winfried F1uchter 

11 : 50""""12 : 30 “Urban Land Market and Land Policy in France" 

by Dr. Natacha Aveline 

12 : 30""""14 : 00 Lunch 

14 : 00""""14 : 40 “Providing Land for Urban Development" 

by Mr. David Mammen 

14 : 40""""15 : 20 “The Structure of Urban Land Administration during the 

Bubble Economy" 

by Prof. Shunji Fukuoka 

15 : 20""""15 : 35 Coffee Break 

15 : 35"""" 17 : 20 Comment and Discussion 

by Prof. T. Ikeda 

Assoc. Prof. T. Kurahashi 

Prof. T. Shibata 

17 : 20"""" 17 : 30 Closing Ceremony 




